工場等建設計画概要
１　会社の現況

　（１）会社名
　（２）代表者氏名

　（３）本社所在地

　（４）資本金
　（５）設立年月日

　（６）操業年月日

　（７）上場非上場の別

　（８）会社の経歴

　　　

　　　

　　　

　　　

（９）主要製品又は取扱製品

　　　

（１０）役員

　　　

　　　

　　　

　　　

（１１）既存工場又は事業所

	名称・所在地
	主要製品又は取扱品名
	事前事業年度の生産量又は取扱量（ｔ/年）
	敷地面積
（㎡）
	建築面積
（㎡）
	従業員数
（人）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（１２）

	性別
	内　訳（人）
	計
	摘要

	
	事務系
	技術系
	臨時職員
	その他
	
	

	男
	
	
	
	
	
	

	女
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


（１３）主要取引先
　　イ　仕入れ先

　　ロ　販売先

（１４）主要取引銀行
（１５）株主
	氏名又は法人名
	株数
	氏名又は法人名
	株数

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（１６）業績（過去３年間）
	年度
	売上高（百万円）
	利益（百万円）
	配当

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（１７）系列企業
２　事業計画の概要

（１）工場用地等選定理由

（２）事業計画の規模

　　イ　事業用地面積　　　　　　　　　　　　㎡

　ロ　建築面積
　　　　　　　　　工場等　　　　　　　　　　棟　　　　　　　　　㎡

　　　　　　　　　事務所　　　　　　　　　　棟　　　　　　　　　㎡

　　　　　　　　　その他　　　　　　　　　　棟　　　　　　　　　㎡

　　ハ　従業員数　　　　　　　　　　　　人（うち新規採用予定　　　　人）

　ニ　設備投資予定額　　　　　　　　　　　　千円（用地費も含む）

　ホ　操業予定年月日　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

（３）生産又は取扱予定量

	製品名又は取扱品名
	第１期
	第２期
	出荷額

	
	生産・取扱量

（ｔ/年）
	生産・取扱額
（百万円/年）
	生産・取扱量

（ｔ/年）
	生産・取扱額

（百万円/年）
	第１期
	第２期

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


（４）水道及び電力使用予定量
	区分
	上水道（㎥/日）
	工業用水（㎥/日）
	電力（kw）
	摘要

	第１期
	
	
	
	

	第２期
	
	
	
	


（５）採用予定従業員の内訳
	区分
	男
	女
	初任給

	
	第１期
	第２期
	第１期
	第２期
	男
	女

	中学校
	
	
	
	
	
	

	高校
	
	
	
	
	
	

	工業高校
	
	
	
	
	
	

	大学
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


（注）地元採用予定数は（　）書きとし、内書きとすること。
イ　採用方法
ロ　職種

３　公害防止計画

　（１）計画の基本方針

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　（２）対策

　　　イ　大気汚染防止対策

　　　　a　 ばい煙発生施設の設置の有無及び内容

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　　　b　 ばい煙処理施設等の内容

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　　ロ　水質汚濁防止対策

　　　　a 　排水の種類及び処理すべき量

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　　　b 　処理すべき排水の系統別水量

　　

　　

　　

　　

　　

　　　ハ　騒音防止対策

　　　　a 　騒音発生施設の有無及び内容

　　

　　

　　

　　

　　

　　 　b 　騒音防止施設の内容

　　
　　

　　

　　

　　

　　　ニ　その他の公害防止対策

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　（３）工場等で使用する薬剤等に含まれている有害物質等

　　　イ　使用薬剤等

　　a                   b                  c                  d                    

　　※上記薬剤等に含まれている下記の有害物質等に○印を付すこと。

　　　　　カドミウム、シアン、有機リン、鉛、六価クロム、砒素、水銀、アルキル水銀

　　　　　PCB、フェノール、銅、亜鉛、溶解性鉄、溶解性マンガン、クロム、フッ素

　　　　　窒素、燐

　　　ロ　生産工程における薬剤等の使用フロー
　　　ハ　薬剤等の飛散、流出防止及びその対策

※工場等の建設工事を伴う開発行為の場合のみ





様式３








